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1. 平成28年3月期第1四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年6月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第1四半期 33,576 4.0 1,926 16.7 6,063 114.2 5,183 144.1
27年3月期第1四半期 32,289 3.8 1,650 △12.3 2,831 △5.1 2,123 7.4

（注）包括利益 28年3月期第1四半期 5,203百万円 （95.8％） 27年3月期第1四半期 2,657百万円 （△35.7％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

28年3月期第1四半期 34.10 ―
27年3月期第1四半期 13.97 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年3月期第1四半期 223,939 130,784 55.6
27年3月期 221,285 127,181 54.6
（参考）自己資本 28年3月期第1四半期 124,409百万円 27年3月期 120,824百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有
配当予想の修正については、本日（平成27年8月3日）公表いたしました「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
28年3月期 ―
28年3月期（予想） 5.00 ― 5.00 10.00

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
通期の業績予想につきましては、第2四半期連結累計期間の決算発表時に見直しを行う予定であり、今回は修正をしておりません。

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 70,000 4.4 3,000 17.7 10,200 101.8 9,200 143.8 60.52
通期 150,000 1.3 6,700 △8.0 12,700 △14.9 10,000 △8.6 65.79



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、添付資料４ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示辞典において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績
予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照ください。

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期1Q 154,317,630 株 27年3月期 154,317,630 株
② 期末自己株式数 28年3月期1Q 2,314,183 株 27年3月期 2,312,454 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期1Q 152,004,159 株 27年3月期1Q 152,026,881 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国での景気鈍化や欧州の債務問題への懸念はあったもの

の、国内における個人消費の持ち直しや企業の設備投資の増加、雇用情勢の改善を背景に、引き続き緩やかな回復

基調で推移いたしました。 

 化学業界におきましては、国内や米国での景気回復により需要は堅調に推移いたしましたが、中国での景気動向

への懸念等もあり、先行き不透明な状況が続きました。 

 このような状況のもと当社グループにおきましては、製品の拡販等の積極的な営業活動を推進してまいりまし

た。この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は335億７千６百万円（前年同期比4.0％増）となりました。営

業利益は、19億２千６百万円（前年同期比16.7％増）となりました。 

 経常利益は、米国の飼料添加物製造会社の業績が好調に推移したこと等により持分法投資利益が増加し、60億６

千３百万円（前年同期比114.2％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は51億８千３百万円（前年同期比

144.1％増）となりました。 

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

［化学品事業］ 

 ＩＴ産業向け材料等が減少したものの、医薬品原料や医薬用添加剤ＨＰＣ等が堅調に推移したことにより、当累

計期間の［化学品事業］の売上高は107億８千８百万円（前年同期比4.4％増）となりました。 

［農業化学品事業］ 

 殺虫剤「モスピラン」の輸出向け等が堅調に推移したものの、除草剤「ホーネスト」の輸出向け等の減少によ

り、当累計期間の［農業化学品事業］の売上高は80億４百万円（前年同期比12.4％減）となりました。 

［商社事業］ 

 各種無機薬品等が減少したものの、各種有機薬品等が堅調に推移したことにより、当累計期間の［商社事業］の

売上高は83億１千４百万円（前年同期比2.7％増）となりました。 

［運輸倉庫事業］ 

 運送業及び倉庫業が堅調に推移したことにより、当累計期間の［運輸倉庫事業］の売上高は10億１百万円（前年

同期比1.8％増）となりました。 

［建設事業］ 

 プラント建設工事及び土木工事の伸長により、当累計期間の［建設事業］の売上高は37億４千６百万円（前年同

期比69.1％増）となりました。 

［その他］ 

 当累計期間の［その他］の売上高は17億２千１百万円（前年同期比13.1％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、たな卸資産や投資有価証券が増加したこと等により、前連結会計年度

末に比べ26億５千３百万円増加し、2,239億３千９百万円となりました。

 負債につきましては、未払法人税等が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ９億４千９百万円減少

し、931億５千５百万円となりました。

 また、純資産は前連結会計年度末に比べ36億２百万円増加し、1,307億８千４百万円となりました。この結果、当

第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は55.6％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成28年３月期第２四半期連結累計期間の業績予想につきましては、前回（平成27年５月12日）発表予想を以下

の通りに修正いたしております。また、平成28年３月期の中間配当及び期末配当の予想を修正しております。詳細

につきましては本日発表の「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。

 

平成28年３月期第２四半期（累計）連結業績予想数値の修正（平成27年４月１日～平成27年９月30日）

  売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり 
当期純利益

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想（Ａ） 70,000 2,600 6,500 5,400 35 53

今回修正予想（Ｂ） 70,000 3,000 10,200 9,200 60 52

増減額（Ｂ－Ａ） － 400 3,700 3,800 －

増減率（％） － 15.4 56.9 70.4 －

（ご参考）前期第２四半期実績

（平成27年３月期第２四半期）
67,050 2,548 5,054 3,774 24 83

 

＜修正の理由＞

 平成28年３月期第２四半期連結累計期間の業績予想につきましては、持分法適用会社の業績が好調に推移してい

ること等により、前回予想を上回る見込みであります。

 なお、通期の業績予想につきましては、第２四半期連結累計期間の決算発表時に見直しを行う予定であり、今回

は修正しておりません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映

させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,875 12,467 

受取手形及び売掛金 44,049 41,994 

たな卸資産 28,400 31,530 

繰延税金資産 1,834 1,437 

その他 3,105 4,193 

貸倒引当金 △36 △7 

流動資産合計 92,229 91,617 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 17,177 16,864 

機械装置及び運搬具（純額） 17,946 17,137 

工具、器具及び備品（純額） 1,590 1,550 

土地 15,370 15,361 

リース資産（純額） 353 312 

建設仮勘定 1,143 1,643 

有形固定資産合計 53,581 52,869 

無形固定資産    

のれん 1,173 1,115 

その他 1,322 1,221 

無形固定資産合計 2,496 2,337 

投資その他の資産    

投資有価証券 59,556 63,396 

退職給付に係る資産 7,486 7,750 

繰延税金資産 3,065 2,973 

その他 2,936 3,059 

貸倒引当金 △66 △64 

投資その他の資産合計 72,977 77,115 

固定資産合計 129,055 132,322 

資産合計 221,285 223,939 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 21,355 20,737 

短期借入金 31,706 35,155 

未払法人税等 1,433 391 

賞与引当金 3,350 2,561 

その他 7,997 6,578 

流動負債合計 65,842 65,424 

固定負債    

長期借入金 17,292 16,434 

繰延税金負債 4,835 5,412 

退職給付に係る負債 2,837 2,684 

その他 3,296 3,199 

固定負債合計 28,261 27,731 

負債合計 94,104 93,155 

純資産の部    

株主資本    

資本金 29,166 29,166 

資本剰余金 26,095 26,095 

利益剰余金 52,790 56,454 

自己株式 △659 △660 

株主資本合計 107,393 111,056 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,043 7,887 

繰延ヘッジ損益 34 △221 

為替換算調整勘定 5,663 4,976 

退職給付に係る調整累計額 689 711 

その他の包括利益累計額合計 13,430 13,353 

非支配株主持分 6,356 6,374 

純資産合計 127,181 130,784 

負債純資産合計 221,285 223,939 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 32,289 33,576 

売上原価 24,056 24,843 

売上総利益 8,233 8,733 

販売費及び一般管理費 6,582 6,806 

営業利益 1,650 1,926 

営業外収益    

受取利息 1 1 

受取配当金 197 247 

持分法による投資利益 1,136 3,363 

その他 382 965 

営業外収益合計 1,717 4,577 

営業外費用    

支払利息 148 130 

為替差損 245 － 

デリバティブ評価損 － 172 

その他 142 137 

営業外費用合計 536 440 

経常利益 2,831 6,063 

特別利益    

有形固定資産売却益 － 10 

その他 4 1 

特別利益合計 4 11 

特別損失    

固定資産廃棄損 16 19 

その他 2 － 

特別損失合計 18 19 

税金等調整前四半期純利益 2,816 6,056 

法人税、住民税及び事業税 214 307 

法人税等調整額 474 508 

法人税等合計 688 815 

四半期純利益 2,128 5,240 

非支配株主に帰属する四半期純利益 4 56 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,123 5,183 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 2,128 5,240 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 661 873 

繰延ヘッジ損益 △10 △81 

為替換算調整勘定 38 △44 

退職給付に係る調整額 75 27 

持分法適用会社に対する持分相当額 △236 △812 

その他の包括利益合計 528 △36 

四半期包括利益 2,657 5,203 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,589 5,106 

非支配株主に係る四半期包括利益 67 96 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他

（注）１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 

額 
（注）３ 

 
化学品 
事業 

農業 
化学品 
事業 

商社 
事業 

運輸倉庫 
事業 

建設 
事業 

計 

売上高                    

外部顧客への売

上高 
10,337 9,135 8,095 983 2,215 30,767 1,522 32,289 － 32,289 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

3,787 12 1,301 385 435 5,923 912 6,836 △6,836 － 

計 14,125 9,147 9,397 1,369 2,651 36,691 2,435 39,126 △6,836 32,289 

セグメント利益 1,025 234 1 107 85 1,454 70 1,524 125 1,650 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発

事業等を含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他

（注）１ 
合計 

調整額
（注）２ 

四半期連 
結損益計 
算書計上 

額 
（注）３ 

 
化学品 
事業 

農業 
化学品 
事業 

商社 
事業 

運輸倉庫 
事業 

建設 
事業 

計 

売上高                    

外部顧客への売

上高 
10,788 8,004 8,314 1,001 3,746 31,855 1,721 33,576 － 33,576 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

3,823 9 1,089 426 148 5,498 798 6,296 △6,296 － 

計 14,612 8,014 9,403 1,428 3,895 37,353 2,519 39,873 △6,296 33,576 

セグメント利益又

は損失（△） 
1,360 △118 32 118 272 1,664 88 1,753 172 1,926 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非鉄金属事業及び環境開発

事業等を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

   ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

株式交換による完全子会社化

 

 当社と当社の連結子会社である三和倉庫株式会社（以下「三和倉庫」という。）は、平成27年５月12日に開催された

両社の取締役会において、当社が三和倉庫を完全子会社化するための株式交換（以下「本株式交換」という。）を行う

ことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

 本株式交換については、平成27年６月26日に開催された三和倉庫の定時株主総会において承認を受け、平成27年８月

１日を本株式交換の効力発生日といたしました。

 また、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づき、簡易株式交換の手続きにより株主総会による承認を受

けずに本株式交換を行いました。

 なお、三和倉庫株式は、本株式交換の効力発生日（平成27年８月１日）に先立ち、株式会社東京証券取引所において

平成27年７月29日付で上場廃止（最終売買日は平成27年７月28日）いたしました。

 

 １．企業結合の概要

 （1）結合当事企業の名称及び事業の内容

  名称 事業の内容

株式交換

完全親会社
日本曹達株式会社（当社）

工業薬品・精密化学品・農業化学品等の

製造、販売

株式交換

完全子会社
三和倉庫株式会社 倉庫・運輸及び保険代理業

 

 （2）企業結合日

 平成27年８月１日

 

 （3）企業結合の法的形式

 当社を完全親会社とし、三和倉庫を完全子会社とする株式交換

 

 （4）本株式交換の目的

 日本曹達グループを取り巻く経営環境が日々厳しさを増していくなかで、三和倉庫を当社の完全子会社とすること

で相互の連携を強化し、日本曹達グループ全体で大きなシナジー効果を生むとともに、三和倉庫の将来にわたる収益

力の持続的拡大のために、短・中期的には減益要因になるものの既存倉庫群の高品質化・高機能化・高付加価値化を

実現することが、日本曹達グループの成長や発展に大きく寄与するとの判断に至り、本株式交換を行いました。

 

 ２．実施した会計処理の概要

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等

として会計処理を行いました。

 

 ３．子会社株式の追加取得に関する事項

 （1）株式の種類及び交換比率並びに交付した株式数

 
当社

（株式交換完全親会社）

三和倉庫株式会社

（株式交換完全子会社）

株式交換比率 1 0.43

株式交換により

交付した株式数
普通株式 3,631,359株

 ただし、当社が保有する三和倉庫株式 8,165,472株については、本株式交換による株式の割当ては行っておりませ

ん。なお、交付する株式については当社が保有する自己株式を充当し、残数については新たに普通株式を発行いたし

ました。
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 （2）株式交換比率の算定方法

 本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、それぞれ別個に、独立した第三者算定機関に株式交

換比率の算定を依頼することとし、当社はみずほ証券株式会社を、三和倉庫は株式会社ＡＧＳコンサルティングを、

それぞれの第三者算定機関として選定いたしました。

 当該第三者機関は、当社及び三和倉庫が東京証券取引所に上場しており市場株価が存在することから市場株価法

を、将来の事業活動の状況を評価に反映させるためディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法を採用して株式交換

比率の算定を行いました。両社は、それぞれの第三者算定機関から受けた上記の算定結果及び助言を参考に、また各

社において両社の財務状況、業績動向、株価動向を勘案し、これらを踏まえて慎重に交渉・協議を重ねた結果、上記

の株式交換比率が妥当であるとの判断に至ったため、平成27年５月12日に開催された両社の取締役会で承認の上、同

日両社間で株式交換契約を締結いたしました。
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